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平・令    ・   ・

平・令    ・   ・

令和　年　月　日提出

郵便・支所・住民センター・受付（　　　　　  ）

※医療費控除、スイッチＯＴＣ薬控除は
　どちらか一方のみ適用可能

令和8年度  市民税・県民税（国民健康保険税）申告書

大・昭
平・令

※
令
和
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年
１
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ら
令
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の
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※
個
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号
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が
必
要
で
す
。

３1

12

（Ｈ22. 1. 2以後生）

◎給与・公的年金等に係る所得
以外（令和8年４月１日において
65歳未満の方は給与所得以外）
の市民税・県民税の納税方法　

生 年 月 日

業 務

◎下限額◎保険金などで補てんされる金額

小 規 模 企 業
共 済 等 掛 金 控 除

◎保険金などで補てんされる金額

国 民 健 康 保 険 後 期 高 齢 保 険

新 個 人 年 金

26万円

介護医療保険

介 護 保 険 国民年金・その他（　　　　　　　　）

第１種共済掛金・個人型年金加入者掛金・心身障害者扶養共済掛金額の合計額

保険金などで補てんされる金額 差引損失額のうち災害関連支出の金額

12 , 000

（支払者等）

（支払者等）

【 死別 ・ 離婚 ・ 生死不明 未帰還・ ・ ひとり親

平成

平成

30万円】

（ 43万円 ・ 29万円 ・ 15万円 ・ 適用なし

特定親族の合計所得金額

特定 親族特別控除

）

特記事項



◎令和7年中に収入のなかった方は次の該当する項目に記入してください。

◎所得金額調整控除に係る扶養親族等

都 道 府 県 、市 区 町 村 分
（ 特 例 控 除 対 象 ）
住所地の共同募金会、日赤支部・都道
府県、市区町村分（特例控除対象以外）

裏

令和令和

続
柄

生年
月日

大・昭
平・令

特別障害者に
該当する場合

級
度
別居の場合
の住所・　　・

◎別居の扶養親族等

◎山林、退職、短期・長期譲渡所得

◎株式等の譲渡等・先物取引に係る所得

◎上場株式等の配当所得

◎配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除

◎寄附金

◎特定支出控除の適用がある場合の給与所得

◎事業専従者

住所

氏名

他 都 道 府 県 の 事 務 所 等

条 例 指 定 分

給 与 収 入 金 額

特定支出の金額の合計額

都 道 府 県

市 区 町 村

非課税所得など

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

日給などの給与所得のある人で、源泉徴収票の
ない人は記入してください。

合 計
賞 与 等

氏名

個人
番号

続柄 生年
月日

明・大
昭・平

専従者
給与額
生年
月日

明・大
昭・平

専従者
給与額

従事
月数

続柄

従事
月数

個人
番号

氏名

・　　・

・　　・

円

円

合 計 額

月 日　　給 勤務日数 月　　収

年

（　　年　　月間）

配 当 割 額 控 除 額

株式等譲渡所得割額控除額

山林

退職

分離課
税の短
期・長
期譲渡

区 分
短・長
短・長

A 収入金額

A 収入金額

A 収入金額

A 収入金額所得の生ずる場所

　特定配当等に係る所得金額、特定株式等譲渡所得金額を総所得金額に含め、配当
割額又は株式等譲渡所得割額の控除を受けようとする場合は、下の各欄に配当割額
及び株式等譲渡所得割額を記入してください。

支払確定年月 B 必要経費 所得金額（A－B）

A 収入金額種目所得の種類

株式等の譲渡

先物取引 事業

事業

事業

譲渡

譲渡

雑

雑

上場・一般

上場・一般

雑

特例適用条文

B 必要経費 所得金額（A－B）

B必要経費 D特別控除額

特例適用条文

所得の生じる場所

B 退職所得控除額 C 差引（A－B）

C 差引金額（A－B） E所得金額（C－D）

所得金額（C×1/2）勤続年数
普通
障害

普通・障害の別

必要経費B 特別控除額C 青色申告特別控除額 所得金額（A－B－C－D）D

分離課税

参考事項


